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「三田学会雑誌」92卷 4 号 （2000年 1 月）

動 学 経 済 に お け る 最 適 課 税 と 公 共 サ ー ビ ス *

木 村 正 信

1 はじめに

最適課税に関する動学的マクロ経済分析では，通常，政府支出は民間主体の効用や生産性に影響 

のでないところで費やされると仮定し，その役割が不明確である。一方において，政府支出の役割 

を特定化して分析を進めている研究では，その分析の関心は政府による政策の動学的効果であり， 

最適な課税政策まで検討されることはあまりない。 したがって，この論文の目的はこのように独立 

に扱われることが多い，最適課税の問題と政府部門の役割を動学的マクロモデルを用いて統合的に 

分析することである。その際，分析の中心は，近年，研究のさかんな資本所得税の問題におかれ， 

政府が最適に政策を実行できるかぎり，長期均衡において最適な資本所得税率がゼロとなることを 

示す。

これまで，動学的な経済における最適課税を求める方法として，Ramsey (1927) による一時点 

の最適課税理論を応用するという方法がとられてきている。 もともとRamsey (1927)は，財の価 

格と数量が競争的に確立される経済のなかで，政府は必要な収入を得るという制約のもとで，異な 

る財に対してどのように課税するのが厚生損失を小さくするのかという問題を考えた。 しかし，80 
年代の米国の低成長と低貯蓄率の問題を背景として，サプライ•サイドの経済学者を中心に資本所 

得税の減税といったことが主張されるようになった。そこで，その主張を経済厚生的に分析するた 

めに，マクロ経済学ではRamsey (1927) の一時点の最適課税問題を通時的モデルに応用するよう 

になり，従来の物品税の問題のかわりに資本所得（利子所得）税の問題が分析の中心となった。

そのいくつかの理論研究では，資本所得税は著しい経済厚生上の損失をもたらしているという結

* 本稿は修士論文（慶應義塾大学 97年度）を加筆，修正したものである。本稿の作成にあたり神谷 

傳造教授（慶應義塾大学）ならびに伊藤幹夫助教授（慶應義塾大学）より貴重なコメントを頂いた。 

特に，神谷傳造教授には草稿段階から有益なご指摘を数多く頂いた。ここに深く感謝したい。ただし， 

有り得べき誤りはすべて著者に帰すものである。
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論を得ている。その代表的な研究がChamley (1986)であり，彼は動学的なマクロモデルを用い 

て，定常状態における最適な資本所得税率はゼロであることを証明した。彼の導いた命題の意味は， 

非弾力的に供給される要素に重く課税すべきである， というよく知られたR am seyの課税ルール 

から明らかである。Chamley (1986)で用いた新古典派の成長モデルでは，定常状態への移行過程 

では資本所得への課税があっても資本蓄積が続く。 しかし，いったん定常状態に達すると，課税後 

の資本収益率はある一定の時間選好率に等しくなるので，課税によって定常状態における資本が減 

少することになる。 したがって，資本が半ば非弾力的である初期のころには課税することの厚生損 

失は小さいが，資本が完全に弾力的である定常状態ではそれによって厚生の損失を著しくするので 

ある。

その後，このC ham ley命題はさまざまな動学モデルを用いて再検討されている。物的資本に加 

えて人的資本を考慮に入れた成長モデルを使って分析したものには ，Lucas (1990)，Jones, 
Manuelli and Rossi (1990)，Roubini, M ilesi-Ferretti (1994)等がある。また，モデルに貨幣を 

取り込んで分析したものには，Chari, Christian。and Kehoe (1996)，Correia and Teles (1996) 
等がある。

しかし，それらの先行研究の多くは，政府支出の役割を明示的に扱わず，政府支出は民間主体の 

厚生や生産性に影響のないところで使われていると仮定し，一定の政府支出をどういう形でファイ 

ナンスすべきか， という問題設定になっている。 しかし，現実には政府支出は公共財の供給など， 

経済厚生や生産性に影響を与えると期待されているものに利用される例が多い。そして，そのよう 

に政府支出をとらえると，政府が税をどのように設定するかという最適課税の問題は，政府支出が 

民間主体の経済的環境に与える影響にも依存することになり，それによってCham ley命題がどの 

ように修正されるのかを確認する必要がある。 したがって，この論文であえて政府支出の役割と最 

適課税の問題が統合されたモデルを構築して，Cham ley命題を再検討することは意義があると思 

われる。

ここでは，政府支出は生産的な公共サービスの供給にのみ利用されると考える。例えば，道路や 

空港，教育，職業訓練などの広い意味のインフラストラクチュアのサービスがこの種の事例に該当 

するであろう。ここで生産的サービスを取り上げるのは，わが国において政府による公共事業支出 

は極めて大きいという事実があるからである。 また，最近，Aschauer (1989) 等の実証研究によ 

り，公共財としての政府支出の役割が生産面に与える効果，すなわち生産関数を通じた供給ショッ 

クの効果が重視され，それに関するさまざまな理論研究が生まれているからである。

ところで，こうした政府支出の生産面に与える効果を分析した，動学的マクロモデルを用いた研 

究としては，モデルの取扱いの違いによって大きく 2 つのタイプが存在する。それは，徴税や公共 

財の提供といった政府の活動が長期的な成長率に影響を及ぼさない，外生的技術進歩率をもつ標準 

的な新古典派成長モデルを用いた研究と，政府の活動が長期的な成長率に影響を及ぼす内生的成長
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モデルを用いた研究である。

前者のタイプの研究には，Barro (1 9 8 9 )や Baxter and King (1989)等がある。彼らのモデル 

では，政府活動の変化によって生産関数のシフトがもたらされ，定常状態の資本ストックと，定常 

状態への移行過程における（短期の）成長率に影響を与えることになる。 しかし，長期の成長率は 

外生的技術進歩率で与えられるので，政府の活動によってそれは影響を受けないのである。後者の 

タイプの研究はBarro (1990)が先駆的なものとしてあるが，彼のモデルは，生産関数の資本と公 

共サ ー ビ ス の 2 つ の 投入物に関して規模の収穫一定性を規定することで，内生的成長を可能として 

いる。すなわち，資本とともに公共サ ー ビ ス が 増大すれば，収穫遁減性は生じることがなく持続的 

な成長を達成でき，また，政府はその長期的な成長率を制御できる。

そこで，それらの先行研究より，政府支出が生産関数の投入物となっている場合での最適課税問 

題を扱う場合には，政府支出や税など政策変数が短期的にしか成長効果をもたないケースと，それ

が長期的にも成長効果をもち得るケースとの，両方のケースにおける問題の特徴をそれぞれ比較検
(1)

討してみることは重要である。

そこで残りの節は次のように構成される。まず， 2 節では資本と労働に加えて公共サービスを生 

産要素として用いる生産技術を前提として，本稿の分析で用いられる基本的な動学モデルを構築す 

る。生産的な公共サービスが含まれている以外は，Chamley (1986)でも利用されている，労働と 

余暇の選択がある外生的成長モデルである。 3 節では 2 節の基本モデルの中で政府が直面している 

問題を，Ramsey (1927)の伝統の範囲内にある，Atkinson and Stiglitz (1980) の最適課税論に基 

づいて定式化する。 4 節では生産関数が資本と労働と公共サービスの3 つの投入物に対して規模の 

収穫が不変である場合の，最適な資本課税の問題を考える。そこで，生産関数の規模の収穫不変性 

の仮定により，公共サービスによる生産性の向上の貢献に裏打ちされた利潤が発生することになる。 

その利潤に完全に課税できれば，長期均衡における最適な資本所得税率はゼロとなることが示され 

る。 5 節では，Barro (1990) の公共部門を含んだ内生的成長モデルを用いて最適な資本所得税の 

問題について再論する。すなわち資本と公共サービスの2つの投入物に対して規模の収穫の不変性 

を仮定することで，モデルを修正して分析を行なう。そのとき，最適な水準で政府支出の規模が決 

められている限り，定常成長経路上での最適資本所得税率がゼロとなることを示す。最後の 6 節は 

まとめと展望について記す。

( 1 ) 上で述べた先行研究では， その分析の中心は政策変数の定常分析におかれ，Ramsey (1927) の 

伝統に基づいた最適課税問題について触れられていない。
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2 基本モデル

この節では以下の分析に用いるモデルについて記述する。そこで，同一で無限期間生存する多数 

の消費者からなる単純な経済を考える。そして，ある生産技術はパん，ル，於）を通じて資本々，労 

働 n と公共サービスg を生産物に変換し，その生産物は消費財としても資本の蓄積や公共サービ 

スの提供にも利用可能であるとする。ここで実現可能制約は

ct+  k t +  gt =  F(kt, fit, gt) (1)

と記述できる。

政府は公共サービスを企業に無償で提供するが，その費用をファイナンスするために徴税や公債 

の発行を行なう。

以下では，まず消費者の行動を記述し，つぎに生産者行動を記述し，最後に競争均衡を定義する。

2 . 1 消費者 

それぞれの消費者の選好は

jT u{ct,lt)e~ptdt (2)

である。ここでp ( > 0 )は時間選好率を表している。 u は消費 c と余 暇 I について増加関数であり， 

また，厳密な意味で凹関数であり，有界であると仮定する。消費者は労働w を 1— / だけ供給する 

ものとする。

消費者は，資本と労働の私的投入物のすべてと，生産者の持分権を保有している。各期に，消費 

者は消費財の生産者に生産要素を供給し，そこから要素所得を得，生産者から利潤の配当と公債保 

有の利子所得を受け取る。公債の利子所得以外の各所得に対して税を支払った後，消費財を購入し 

て残りを資本の蓄積か公債の購入にあてる。し期の労働所得と資本所得と企業からの利潤の配当に 

対する税率をそれぞれむと认とのとおく。また，公債をんとおき，その収益率をR b t とおく。 

したがって，消費者のフ ロ ー の 予算制約は

k t + b t = {\ -  Tt)wtnt-\-(\ — dt)rtk t -\-Rbtbt + i l  — at)I{t — c t (3)
とかける。ここで r t と奶はそれぞれ資本の実質レンタル価格と労働の実質賃金率を示している。 

また， は消費者が受け取る生産者の利潤の配当である。x t = {ct，n t，k t，bt] をし期の消費者の 

配分とおき，すべての t 期の配分を■!： =  {<:<, n t, k t , bt)7=oとおく。

( 2 ) ここではStokey and Lucas, with Prescott (1 9 8 9 )の chapter. 2 にしたがって，消費者の戸斤得の 

源泉を労働所得と資本のレンタル所得と企業からの利潤の配当と公債の利子所得の4 つに分けた。
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2. 2 生産者

生産者は何も保有していない。 したがって，各期に消費者から労働と資本の提供を受け，政府に 

よって無償で供給される公共サービスを利用して生産を行なうので，生産者行動を一時点の利潤最 

大化問題として記述できる。すなわち，生産者はすべての/に対して

を解く。ここで，生産関数厂は資本々，労 働 《，公共サービス^•の 3 つの投入物に対して規模の 

収穫一定性を示し，各投入物に対して増加関数であり，限界生産力の遁減が規定されている。

そこで於を与件としてんとルについてその最大化問題を解くと，最大化のための条件より， 

産出物単位での実物賃金率奶と資本の実物レンタル価格n はすべての，に対して

を満たしていなければならない。F k とF „ と & は資本と労働と公共サ ー ビ ス の 限界生産性を表し 

ている。規模に関して収穫不変性を仮定しているので，公共サ ー ビ ス の 生産に対する貢献に対応し 

た利潤 I h = F g(kt，n t, g t)gt が各期に発生する。生産者は内部留保を持たず，利潤はすべて消費者 

に配当されるものとする。

2 . 3 競争均衡

政府はその支出をファイナンスするために，労働所得と資本所得と利潤に対する各税率を設定す 

る。政府の予算制約は，

である。沿={1>，f t，的} をえ期の政府の政策とおき，すべての / 期の政策を；r =  {rv，久，山)7=0とお 

く。初期の公債b0 と初期の資本知を歴史与件と考える。

そこでこのように経済が記述されると，競争均衡を定義することができる。競争均衡とは，政府 

支出の経路 {於}r=oを与件として，次を満たす政策 7Tと価格体系{如，r ，私 } =  { 叫 と 配  

分 I のことである。（a ) 消費者は政策と価格を与件として，予 算 制 約 式 （3 ) のもとで効用関数

( 2 ) を最大イ匕するように配分r を選び，（b) 生産者は価格を与件として利潤を最大化するように々 

と w の配分を選び，かつ，（c) 政府の予算制約式（7 ) が満たされ，（d) c と々とw の配分はすべ 

ての H こ対して実現可能制約（1 ) を満たしている。

Wt = Fn{kt, fit, gt)
rt = F k(kt, n t, gt)

(5)
(6)

bt = Rbtbt + gt — rtwtn t — dtTtkt — at l i t

(3 ) 以下では関数の下付き添字は微係数を示すものとする。
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3 R am sey 均衡

政府が直面している問題を考える。ここではそれをRamsey (1927)の伝統の範囲内にある， 

Atkinson and Stiglitz (1980)の最適課税論に基づいて展開する。Ramsey (1927)では，政府の目 

標は，政府が直面している制約のもとで，社会的厚生関数を最大化するように税率を選択すること 

である。そこで，政府の直面している制約は2 種類存在する。まず，政府の予算制約（7) が満た 

されるように政策を決定しなければならない。また，政府の選んだ政策によって，民間主体が競争 

市場体系を通じて反応するので，最適な政策を決定する際には，政策による民間主体の配分エと 

価格 {如，r ，i?6}への反応を事前に考慮しなければならない。すなわち，政策と配分との関係を関 

数関係，エ(；0 と表現でき，これを配分ル ー ル と 呼ぶことにする。同様に，政策と価格との関係も

関数関係，{w(7T)，r(7T)，i?6(7T)}と表現でき，これを価格ルールと呼ぶことにする。(4)
そこで以下の均衡が定義できる。R am sey均衡とは，ある所与の政府支出の経路{於}?=0に対し 

て，以下を満たす政策 n = {vt, dt, at) o と酉己分ル ー ル x(7r) = {ct(7r), n人 kt{n), bt(K)}7=oと価格 

ル ー ル {w(;r)，r(n),  R b(7r)} = {wt{n), r t{n), R bt{n)}7=a のことであると定義される。

• 政府は政策；r に対する民間主体の反応，すなわち配分ル ー ル バ 兀 ） と価格ル ー ル {w U )，K tt)， 
を考慮に入れて，政府の予算制約（7) のもとで

Jo uict in),  l  — nt{n))e~ptdt

を最大化するように政策n を決定する。

• 任意の 7Tに対して，酉己分バ冗）と 価 格 体 系 (冗)， r{n),  i?6 (;r)とその政策7rが競争均衡を構 

築している。

Atkinson and Stiglitz (1980)では，このような均衡解を単純に得るために以下に示す酉己分問題

を考えた。

max f  u ( c t, \  — n t)e~ptdt (8)

s.t. c t + g t+  k t = F { k t, n t, gt) (9)

Jo [UctCt — Untnt — U c t { l  — at)I[t \e~ptdt =  uco{ko +  bo) (10)

given ko, bo

ここで，{c, n, k} ^{c t ,  n t, k t}7=ooそして，上の問題を解いて得られた配分が競争均衡として実現

(4 )  Chari and Kehoe (1 9 9 9 )に基づいた定義である0
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されるように，政 策 ；r と価格変数{w，厂， が暗黙に決定できることを示した。Atkinson and
Stiglitz (1980)はこのように最適税率を得る方法をp rim a lアプローチと呼び，Lucas and Stokey 
(1983)が動学モデルで最適課税を求めるためにこのアプローチを援用して以来，最適課税の pri
mal アプローチに 基づV、た財政，金融政策の問題が盛んに検討されている。ここでもそのアプロ一 

チの下で問題を考える。

ところで，上の配分問題の資源制約（9 ) と im plem entability制 約 （10) とが同時に競争均衡を 

特徴づけている。つまり，競争均衡における消費と労働と資本の配分は（9 ) と （10) を満たして 

いる。また， （9 ) と （1 0 ) を満たしている配分が与えられたとき，その配分と同時に競争均衡を構 

成する政策と価格を構築できるのである。 したがって，この配分問題を解けば，その解として得ら 

れる配分が競争均衡として実現できるような価格と政策を見つけ出せる。

競争均衡の定義により競争均衡では（9 ) は満たされている。つぎに，競争均衡では（10) も満 

たされていることを示す。そのため，任意の政策 7Tに対する消費者問題の最適化条件を考える。 

消 費 者 は （3 ) のもとで（2 ) を最大化するように配分 i を決定する。その条件は予算制約式（3)
とともに消費と労働についての1 階の条件

Ucte~pt= p t (11)
Unte~pt= pt{l — Tt)wt (12)

と，資本と公憤についての条件

P t = — ptrt i l  — dt) = — ptRbt (13)
かつ横断条件

Y\mptkt = ̂  (14)
lim かん= 0  (15)

である。ここでかは予算制約式（3 ) にかかる補助乗数である。

( 3 ) と （11)一（1 5 ) を満たしているいかなる配分も（10) を満たしていなければならないことを 

示す。予 算 制 約 （3 ) をかでかけて積分をとり， （1 3 ) と横断条件を用いると，

J  ptCtdt = Wo (16)

W o ^ p o ( k o + b 0) +  /。pt[(l — Tt)wtnt +  ( l  — at)Ut]dt

(5 )  Chari and Kehoe (1 9 9 9)がその代表である。彼らは Ram sey均衡と Atkinson and Stiglitzの配 

分問題との関係を厳密に示している。以下で示す事実は彼らの研究に基づいている。

(6 )  implementability 制約については  Lucas and Stokey (1983)参照。
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が得られる。 （1 6 )はストックの予算制約式と呼ばれているものである。すなわち将来にわたる消 

費の総価値が，初期資産と将来にわたる所得の総価値の合計恥に等しくならなければならないこ 

とを示している。

( 1 1 )と （1 2 ) を用いると，ストックの予算制約式を

J  [UctCt — Untnt — Uct(l — at)I[t\e~ptdt =  uco{k0+ bo)

と書き換えることができる。 したがって， （9 ) と同時に（1 0 )は，いかなる競争均衡も満たしてい 

なければならない必要条件である。

次に， （9 ) と （1 0 ) を満たす配分が与えられたとすると，競争均衡は以下のように構築されるこ 

とを示す。最初に，公債の配分も競争均衡の一部を構成しているので，そ れ は （3 ) と （11) — (15) 
を満たしていなければならないことを示す。予 算 制 約 式 （3 ) をかでかけて積分をとり，（11) — 
( 1 5 )を利用すると，

bs= J  [ UctCt — Untnt — UctiX — ^ ) I I  t\e~p(t~s)dtjucs~ks (17)

が得られる。 したがって，いかなる競争均衡の公債の配分も上の式を満たしていなければならない。 

消費と労働と資本の配分が与えられると，この式を使って公債の配分を定義できる。賃金率と資本 

のレンタル率は資本と労働の配分より（5 ) と （6 ) によって決まる。労働税率は（5 ) と （11) と 

( 1 2 )から決まり，それは

^ = { l - r t)Fnt (18)

によって与えられる。

同 様 に （3 ) と （1 1 ) と （1 3 ) を使って資本所得税率と公債の収益率を構築できる。これらの条 

件から，配分が与えられたとすると資本所得税率と公債の収益率は

^ - ^ = p - r t( l - d t) (19)

= p - R b t (20)

かつ予算制約式（3 ) を満たしている。

4 最適課税構造

この節と次の節では， 3 節で定式化されたAtkinson and S tig litzの配分問題を解き，最適な資 

本所得税率に関するC h am ley命題の再検討を行なう。最初の節でも述べたように，政府活動の成 

長に対する短期効果と長期効果の両方のケースにおける最適課税構造に関心があるので，まず本節
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で資本，労働と公共サービスの3 つの投入物に関して規模の収穫不変性を仮定して，公共サービス 

が成長率に対して短期的な効果しか持ち得ないケースでの最適課税問題を考える。のち 5 節では内 

生的成長が可能となるように，資本と公共サービスの2 つの投入物に関して規模の収穫不変性を仮 

定して最適課税問題について再論する。

そこで，便宜上の目的のため次のように配分問題を書き換える。

max J W (c t, \  ~ n t ) e ~ ptdt  

s.t. (9), given Ko, bo
関 数 W は単に im plem entab ility制 約 （1 0 ) を目的関数に取り込んだものであり，それは 

W(ct, l — n t) = u ( c ,1- n ^  + AuctCt — untnt — uct{l —  at)Fgtgt]
である。ここで，スは im plem entability制 約 （1 0 )にかかる補助変数である。また，生産関数 

に対して規模に関して収穫不変を仮定しているので，公共サービスの生産に対する貢献に裏打ちさ 

れた，正の利潤YL = Fgtg t が発生することに注意する必要がある。

政府は消費と労働と資本に関して最大化する。 しかしその前に利潤税a について考える。厚生 

を最大化するa は 0幺 の も と で は 1 とならなければならない。利潤に対する課税は所得効果 

しかもたないため，常に利潤に対してはその最大の税率で課税するのが厚生の損失を小さくするの 

である。

そこで，以下の議論ではその利潤に対して完全に課税できる場合と，完全には課税ができないと 

いう課税制約がある場合とを比較して，最適な資本所得税率のCham ley命題の成立条件について 

考える。

. 1 課税制約の存在しない場合

まず，利潤について課税制約のない場合（ぴ= 1 ) を考える。消費と労働と資本についての最適条

件は

Wcte~pt= q t
Wnte^pt=qtFnt

Qt =  — FktQt
である。ここで，

W e t  =  U d  +  K u c c t C t  +  U c t )

W n t  =  —  U n t  +  ^ k l i n n t V l t  —  U n t )

である。のは資源制約（9 ) にかかる補助変数である。また， 1 階 の 条 件 （2 1 ) と （22) は

W ^nt  一  U n t  一  入 一  U n t ;  _  r->

W e t  U c t + A i U c c t C t  +  U c t ) "―

(21)

(2 2)

(23)

(24)
(25)

(26)
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と表現できる。 （21) を時間微分すると

Qt = WcctC te~pt ~  pWcte~pi (27)
が得られる。さらにこれを（2 3 ) に代入すると，

ル す H  (28 )

と変形できる。

ここでは定常状態をqt が p の率で減価していく状態，言い換えるとqtle_ptが一定の状態と定義 

する。 したがって，このような定常状態では（2 1 ) より ％ が一定，すなわち消費が一定となる。 

そこで定常状態における（27) は

Fkt = p (29)
となる。

また，競争均衡では（11)一（13) より

(30)

-  (31)

である。また，定常状態では， （31) は

{ l - d ) F k = p (32)
となる。

そこで， （2 9 ) と （3 2 ) とを比較すると，

(1一め F k = Fk
であるので，定常状態での最適な資本所得税率d はゼロであることがわかる。 したがっ て，課税 

制約のない場合はC ham ley命題が成立する。

ところで，Chamley (1 9 8 6 )は次のように効用関数を特定化した場合についても分析している。

み H )  =  | 拦 + L (1 i ) ’ ね ’# 1のとき

 ̂logc + L (1 —n), び= 1 のとき

この効用関数を仮定した場合，

W  c c t C  t  _  U c c t C  t

Wet Uct

( 7 ) ここでは分析を簡単化するために，暗黙になc„ = 0 を仮定して最適条件を導出した 。Chamley 
(1986)等でもなされているように， このことは最適課税を扱った研究では一般的である。
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となることは容易に確認できる。こ れ を （2 8 ) と （3 1 ) に代入すれば，すべての時点において最適 

な資本所得税率がゼ ロ と なることがわかる。これは一層強い意味のCham ley命題を意味している。

命 題 1 利潤に対する課税制約がない場合，定常状態においては，最適な資本所得税率はゼロとな 

り，C ham ley命題が成立する。

4 . 2 課税制約の存在する場合 

実際には利潤n に対する完全な課税は困難である。そこで，利潤に完全に課税できないという 

制約のある場合の，最適な資本所得税の問題を考える。すなわち a = i で課税できず，びの上限， 

a が 1 より小さい（泛 < 1 )ケースでの最適課税問題を扱う。

利潤に対する課税は所得効果しかもたないので，課税制約の存在する場合でも最適なa はその 

上限，つまり泛で課税することである。そこで，im plem entability制 約 （10) のぴに泛を代入す 

ると，以下のような配分問題となる。

max / u{ c t, l  — n ^ e ^ ^ d t
{C,7l , k ) j 0

s . t . jT [uaCt  — Untnt — Uct{\ — a ) F gtg t ] e ~ ptd t^ Uc o{ ko+  bo)

(9)，given k0, b0
ここでは，im plem entability制約の左辺の第3 項が残っていることに注意して問題を解く必要が 

ある。 したがって，消費と資本についての1 階の条件はそれぞれ，

[Uct +  A(uct + UcctC t — Ucct{l — a)F gtgt]e~pt = qt (33)
q t = Ae~ptu ct{ l— a) Fgktgt — qtFkt (34)

となる。

定常状態では， （33) は

含 = - p  (35)

を意味している。 （3 5 ) を用いると， （34) は

F k ^ p  + Ae~ptu c(,l— a)Fgkgjqt (36)
となる。

定常状態での最適な資本所得税率をもとめるために， （3 2 ) と （3 6 ) とを比較すると，

(I -  6)Fk =  Fk — Ae~plu c(l — a ) F gkglq t .
したがって，必ずしも最適なタはゼロとはならないことがわかる。な= 1 であれば課税制約のない 

ケースに相当しているので，最適な資本所得税率没はゼロとなる。それ以外のケースでは生産関
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数の資本と公共サービスとの関係に依存する。例えば，資本と公共財が補完的な関係（厂辟>0)であ 

れば，最適な資本所得税率没は正の値をとるが，その大きさについては課税制約の度合いに依存 

する。利潤に対する課税制約が大きい（泛が1 より小さい）ほど資本所得に重く課税しなければな 

らないのである。逆に，資本と公共財が代替的な関係（F辟< 0 )であれば，没は負の値をとる。 した 

がって，純粋にC ham ley命題が成立するのは，課 税 制 約 が な い 場 合 と の 場 合 だ け で あ り ， 

一般にはそれは成立しない。

実は，ここで得られた結論は，Correia (1996)で得られた命題の応用の一 3̂ であるといえる。

Correia (1996)は資本と労働に加えて第3 の生産投入物が存在し，その第3 の投入物からの所得
( 8 )

に課税制約が存在するときは，一般にはC ham ley命題は成立しないという結論を導いた。ただし 

本稿とは異なり，Correia (1996)はその第3 の投入物の実態を明らかにせず， またそれは市場で 

取引されるものであると考えていた。ここでは，その第3 の投入物は政府によって無償で供給され 

る公共サービスであり，市場機構を通じて取引されるものとは考えてはいない。

命題 2 利潤に対して課税制約がある場合，定常状態における最適な資本所得税率は，一般にはゼ 

ロとはならない。それは厂砂の符号条件に依存する。

5 内生的成長と最適課税

これまでは，生産関数の1次同次性を仮定して分析を進めたので，政府活動，ここでは公共サー 

ビスの提供と経済活動に対する課税政策は，長期的な成長率に対して中立的であった。つまり，こ 

れまで扱ってきたモデルでは外性的な技術進歩率を仮定しない限り，その長期的成長率はゼロへ収 

束する傾向があるので，政府活動の変化は定常状態における資本ストックの水準と短期の成長率 

(定常状態への移行過程における成長率）にのみ影響を与えることができた。

この節では，Barro (1990)の政府部門を含んだ内生的成長モデルを援用して，政府活動が長期

的な成長率に影響をもち得る場合での最適な資本所得税の問題を考え，その場合でも依然として
_  ( 9 )Cham ley命題が有効であるかを検討する。

5 . 1 分権的経済 

そこでBarro (1990)同様に，次のような生産関数を前提とする。

(8 )  Correia (1 9 9 6 )でも簡単に記されているように，労働所得に対して課税制約が存在する場合につ 

いても Chamley命題の不成立がいえる。

(9 )  Barro (1 9 9 0 )では Ram sey問題については触れていない。
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y t = F { k t, n t, gt) (37)
ただし，この生産関数はこれまでのものと異なり，私的投入物々とw に関して規模の収穫が一

定であり，々と忌に関して規模の収穫が一定であると規定されている。 しかし，k, n , 忌それぞ
(1 0 )

れに対して限界生産力の遲減性が仮定される。すなわち生産関数（37) は

yt = ktf{gtlkt, n t) (38)
と書き換えることができる。ある一定のw に対して亙が々とともに増大する場合には， （38) で 

示されているように，収穫遲減性が生じることはなく内生的成長が可能である。

政府は持続的な成長を維持するために，経済全体の資本ストック々に対する互の比率を一定に
(11)

定めると仮定する。 したがって，政府は政策目標として々に対する裒の比率を何らかの方法で事 

前に決定した上で，最適な資本所得税率と労働所得税率を求める。そこで5■と々との関係を以下 

の式でおく。

gt/kt =  h. (39)
ここで /zは比例定数である。また，政府の予算制約式は，

b t +  Ttwtn t + dtr tk t =  Rbtbt +  gt (40)
である。

生産者の利潤は次のように与えられる。

ktf{gt/kt, n t) — Wtnt — rtkt. (41；
生産者は公共サービスg t を与件として各期の利潤を最大化することであると仮定すると， n t h k t 
についての1 階の条件は

ktfntigt/kt, n t) = wt (42)
f (gt /k t, n t) - M g t / k t ,  n t) h = r t (43)

となる。そこで， ( 3 9 )の 関係を（4 3 ) に代入すると，

f (h ,  n t) —fh(h, n t) h = r t
となる。 したがって，みが一定であるので，wが一定であれば，資本収益率 r は々に関して不変 

であり，w に関して増加的である。

消費者の最大化問題は次のように与えられる。

( 1 0 ) 例えば次のようなコブ= ダグラス型の生産関数を仮定して分析してもよい。

yt = an\-vk vtg \ -v
ここで，0 < y < l 。

(11) Barro (1 9 9 0 )では経済活動の総量y に対するぎの比率を一定にすると仮定されているが，本質 

的には，結果はかわらない。 また，本稿のように政策を定める方法はTurnovsky (1996) 等でも展 

開されている。 しかし，Barro (1 9 9 0 )同様に，税率の決定は Ram sey問題に基づいているわけで 

はない。
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m axJo u(Ct)e_ptdt

s.t. k t + b t ^ ( l  — rt)w tn + ( l — dt)ktr t + btRbt~  c t, given ko, b0 
ここではエ= { 0 , k t, bt}7=ooまた，内生的成長モデルでのR am sey配分問題を考えるときの分析上 

の扱いやすさから，効用関数には労働と余暇の選択を含んでいない。 したがって一定の労働供給が 

非弾力的になされる。 また，生産関数の仮定により利潤n は発生しないことに注意する必要があ 

る。

ここでは定常成長経路をc，k, y , 贫がすべて同一の定数で成長している経路であると定義す 

る。このような経路上での最適課税の問題に関心があるので，以下では効用関数を

み )ノ - び — 1l ~ o
と特定化して分析を行なう。そこで，消費と資本についての1 階の条件から，成長率が次のように 

求められる。

c t _  n ) - f hh ) - p (44)

この経済では，移行動学は存在せず， c, k, y , 忌の成長率はすべて同一の定数で与えられる。

5 . 2 最適課税構造：再論 

以上の設定のもとで4 節と同様に，Atkinson and Stiglitz (1980)の p r im a lアプローチによる 

最適課税問題を考える。先にも述べたように，政府は資本に対する政府支出の割合/?を何らかの 

方法で事前に決めていると仮定し，h を与件としてAtkinson and S tig litz計画のもとで最適税率

の決定を行なう。

そこで4 節によれば，Atkinson and S tig litzの配分問題の解は，消費者の効用が最大化されて 

いるような配分である。その解として得られる配分が競争均衡として分権的に実現できるように価 

格体系と税率の値が決まる。その配分が分権的に実現できることを保証する制約は， 3 節で導出さ 

れた im plem entability制 約 （1 0 ) であり，それは消費者問題の最適条件を使って，税と価格変数 

を数量に置き換えることによって導出できる。

そこでAtkinson and S tig litzの配分問題は

max f  C[ _ ~ 1 e~pldt

( 1 2 ) 成長率が正になるためには，課税後の資本の限界生産力が時間選好率より大きくなくてはならな

い0
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s.t. jf [uaCt ~Uct(l — Tt)nFnt\e~ptdt = u co{ko + bo) (45)

(9)，given ko, bo
となる。

ここで（じ，々 } =  { 0，ん片=0。労働供給はその税率 r とは無関係に非弾力的になされるので，労働 

所得に対する課税は所得効果しかもたない。 したがってz* =  l で完全に課税することが最適となる。 

im plem entability制 約 （4 5 ) に r = l を代入して，消費と資本についての1 階の条件を求めると， 

Atkinson and S tig litz計画での成長率が次のように導出できる。

Ct =  f (h ,  n、一h — p (46)
C t び

分権的経済の配分と同様に，Atkinson and S tig litz計画の配分も定常成長経路に収束する。 し 

かし，分権的経済の成長率（4 4 ) とAtkinson and S tig litz計画の成長率（4 6 ) は，それぞれその 

大きさが異なっていることに注意する必要がある。すなわち，それは，社会的にみた場合，資本の 

増大は公共サービスを増大させ限界生産性を引き上げる効果をもっているが，民間主体はこの効果 

に気づかずに，公共サービスを与件として最適化行動をとっている。これに対して政府はこの効果 

を充分認識した上で問題を解いているので，その情報の差が成長率の差になっているのである。

定常成長経路における資本所得についての最適税率は，（4 4 ) と （46) とを均等化することによ 

って導出できる。すなわち，

(1—6)[f(h, l ) ~  fhh — p]= f(h ,  I) — h ~  p (47)
を満たす税率である。 したがって資本所得の最適税率はゼロとはならないことがわかる。 

しかしながら，政府が成長率 ( 4 6 )を最大化するようにみを選んでいる場合，

A =1
が成立しているので，これを上の最適税率の決定式（4 7 ) に代入すると，

{ l - 6 ) [ f ( h ,  l ) - h - p ] = f ( h ,  l ) ~ h ~ p  
が得られる。 したがって，最適な資本所得税率沒はゼロとなり，C ham ley命題が再び成立するこ 

とがわかる。

しかし，労働所得に完全に課税することは困難である。そこで労働所得に対して課税制約がある 

場合については， 4 . 2 節の利潤所得に課税制約があるケースと同様の方法で，最適な資本所得税 

率がゼロとはならないことを容易に示すことができる。また，ここでは分析上の困難を避ける目的 

のため固定労働供給のケースを扱ったが，労働供給が十分弾力的であれば，課税による所得効果ば 

かりではなく余暇との代替効果が発生するので，労働所得に対する最適税率は1 とはならないこと 

に注意する必要がある。その際，完全な労働所得税という極端なケースを考えずに，C ham ley命 

題の成立が確認できるかもしれない。
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命題 3 政府が資本に対する政府支出の規模を成長率が最大化されるように設定していれば，定常 

成長経路における最適な資本所得税率はゼロとなる。

6 おわりに

本稿では政府支出が生産的な公共サービスの供給に利用される場合における，最適な資本所得税 

率の問題をAtkinson and Stiglitz (1980)の定式化に基づいて考察した。ここで取り扱ったモデル 

は，Chamley (1986)等の動学的なR am sey問題を扱った研究で頻繁に利用されている，余暇と労 

働の選択を含んだ外生的成長モデルと，Barro (1990) の公共部門を含んだ内生的成長モデルとを 

基礎としたものである。生産関数の投入物として公共サービスを取り扱い，政府がそれを税などで 

いかにファイナンスするか， という問題を最適課税論の立場から検討したものはこれまであまりな 

かった。そして，さらにここでは生産関数の仮定によって，政府の活動が成長率に対して短期的効 

果しかもたない場合と，長期的効果をもつ場合の2 つに分けて分析を進めた。そして分析の結論は 

次の通りまとめられる。

本稿で与えられたモデルの枠組みの中で，政府が最適な政策をとることが可能であれば，成長の 

夕イプに依存せずC ham ley命題は成立する。資本と労働と公共サ一ビスの3 つの投入物に対して 

生産関数が規模の収穫不変性を満たせば，公共サービスの生産への貢献に裏打ちされた正の利潤が 

発生する。この利潤は資本保有者である消費者である家計に分配されるが，利潤に対して最適税率 

で課税することが可能であれば，定常状態における最適な資本所得税率はゼロとなり，Chamley 
命題が成立する。 しかし，課税制約があれば一般にはその定理は成立しない。また，生産関数が資 

本と公共サービスの2 つの投入物に対して規模の収穫不変性を満たす場合，政府の政策手段によっ 

て長期的な成長率を制御できるが，政府が最適規模の公共サービスの提供を行なえる場合に限り， 

Cham ley命題は成立する。

しかし，本稿の公共サービスの扱い方はきわめて限定的なものである。ここで扱った公共サービ 

スは，インフラストラクチユアの役割を捉えたものであるが，一財モデルで考えたので，そのよう 

なサービスは物理的に最終生産物と区別することが困難である。最終生産物の一部が消費者に対す 

る税として徴収され，生産部門への投入物として戻ってくるのである。 したがってここでの公共サ 

一 ビスは純粋なフロ ー で ある。

しかし，インフラストラクチユアはサービスフ ロ ー を 提供する役割以外に，ストックとしての役 

割も大きい。また，そのほか，インフラストラクチユアの運用は税金ばかりではなく，使用者料金 

によってまかなわれることも多い。 したがって，生産物と異なる技術をもつ，公共ストックを生産 

する部門をモデルにとり入れて，料金による排除可能な公共ストックと最適課税の問題を再検討し 

てみることは意義があるだろう。Dasgupta (1999)もこのような問題意識でBarro (1990) モデル
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を拡張しているが，Barro (1990)同様にRamsey (1927) の最適課税論のフレームワークで検討

しているわけではない。 したがって，Dasgupta (19 9 9 )等を踏まえて，公共ストックの運用は料 

金だけで運用するのが望ましいのか，あるいは資本所得税等の何らかの税をミックスするのが望ま 

しいのか，最適課税論の立場から検討することなど分析の拡張の余地が残されている。

(経済学研究科博士課程）
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